
 

 

公認会計士試験合格者等の育成と活動領域の拡大のための当面のアクションプラン 

 

 

 

金融庁、公認会計士・監査審査会の取り組み 

各種団体の協力を得つつ、経済界に対して、企業内の会計専門家

の拡充の必要性と合格者という人材のプールの存在を周知すると

ともに、日本公認会計士協会が行う求人・求職マッチングサイト

への求人情報の提供や就職説明会への参加の必要性、更には採用

方法や業務モデル等の明確化の検討の必要性について周知する。

受験者、合格者及び公認会計士の意識改革を進めるため、監査業

界のみならず、経済界でも会計専門家に対する需要があること等

について、ホームページ、受験案内、合格通知や説明会の場など

において積極的に周知する。 

合格者に対するアンケートなどを実施し、合格者の意識の把握に

努める。 

活動領域の拡大関連 

企業内における合格者や公認会計士の数と活動状況について、自

主的に情報提供できる枠組みについて検討を行う。 

実務従事の確認事例や運用状況をわかりやすく取りまとめ、ホー

ムページや合格通知への同封など効果的な方法を活用して、受験

者、合格者に対する周知に努める。 

実務従事関連 

実務従事の要件の見直しについて検討する。 

実務補習関連 日本公認会計士協会で検討を行っている実務補習のカリキュラム

の見直しや体制の強化について積極的に協力し、必要に応じて制

度的な見直しを行う。 

試験制度の改正内容に加え、試験の実施方法、試験内容等の改善

点について、経済界、受験者及び合格者に対して、一層積極的に

周知していく。 

公認会計士試験の実施

関連 

実務補習との連携や企業実務の動向にも配慮した試験内容となる

よう図るなど、試験実施面での検討を引き続き行う。 

広報マテリアル 

 

日本公認会計士協会と協力して、受験者、合格者及び公認会計士

向けの広報マテリアルを作成する。 

フォローアップ 活動領域の拡大等の進捗状況についてフォローアップを行い、必

要な対応策について議論するため、今後とも必要に応じ関係者間

の意見交換を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 表



日本公認会計士協会における取り組み 

金融庁、経団連、金融４団体とも連携しつつ、できるだけ多くの

企業からの求人情報の取得に努め、求人・求職マッチングサイト

や求人相談の整備・強化を行う。 

経済界向けの就職説明会の開催を行う。早ければ今年夏頃の開催

を検討する。 

登録会員の勤務状況について全体像を把握し、経済界で活躍する

合格者や公認会計士の体験談や事例を集め、経済界からの期待と

先行事例とともに、受験者、合格者、公認会計士、更には経済界

に対して積極的に周知する。 

経済界で活躍する合格者や公認会計士のネットワーク化を進め、

活動領域の拡大に向けての取り組みを促進する。 

活動領域の拡大関連 

経済界で働く公認会計士の協会活動やＣＰＥに関する負担、監査

業界における初任給等について検討し、活動領域の拡大のための

環境の整備に努める。 

大量の受講者への実務補習での教育水準の向上を図るため、会計

教育研修機構の設立を契機に実施体制の抜本的強化やカリキュラ

ムの見直しを行う。 

経団連、金融４団体の協力を得つつ、社会人が実務補習に取り組

みやすく、企業にとって有用な会計専門家育成プログラムとなる

ようカリキュラムの見直し・柔軟化等を行う。 

実務補習の企業にとっての意義や教育効果（メリット）が実感で

きるよう積極的に情報発信する。 

実務補習関連 

実務補習の効率的な実施のために、会計専門職大学院における教

育機能との連携を検討する。 

広報マテリアル 金融庁、審査会と協力して、受験者、合格者及び公認会計士向け

の広報マテリアルを作成する。 

 

経団連・金融４団体における取り組み 

企業内の会計専門家の拡充の必要性と合格者という人材プールの

存在について会員企業へ周知する。 

日本公認会計士協会が行う求人・求職マッチングサイトへの求人

情報の提供や就職説明会への参加の必要性について会員企業に周

知する。 

会員向けの月報などで、合格者や公認会計士の企業内での活躍事

例を紹介する取組を行っていく。 

合格者の採用に向けて、新卒採用制度、中途採用制度などの採用

制度のいずれかにおいて、大学卒業済みの合格者でも人物本位で

採用できるような採用方法の検討の必要性について会員企業へ周

知する。 

活動領域の拡大関連 

会計専門家が企業内で活躍する意欲を高めるため、業務モデル等

の明確化の検討の必要性について会員企業に周知する。 

実務補習関連 日本公認会計士協会で検討を行っている会計専門家育成のための

カリキュラムの見直しや講師派遣に積極的に協力し、企業にとっ

ても有益な実務補習となるようアドバイスを行う。 

広報マテリアル 経済界向けの広報マテリアルを作成する。 




